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 中小地震のK-NET及びKiK-net強震記録（約10,000波）を用いて，Ⅰ種地盤，工学的基盤における

地震動の加速度応答スペクトルの距離減衰式を作成した．この距離減衰式は，モーメントマグニチュー

ドと震源距離の他，スペクトルインバージョンにより推定された応力降下量または加速度震源スペクトル

の短周期レベルをパラメータとした回帰式である．各観測点での地点補正係数と応力降下量を考慮し

た回帰の対数標準偏差は固有周期0.05～10秒で約0.2となり，応力降下量等を考慮しない場合や震源

深さをパラメータとした場合と比較して，短周期領域で顕著にばらつきの小さい距離減衰式が得られた． 
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１．はじめに 
 
 地震動の最大加速度，最大速度や応答スペクトルの距

離減衰式1), 2)は，対象地点における地震動強さ，あるい

は地震動強さの分布を簡便に推定することができるため，

設計地震力の設定や地震被害想定に広く活用されている．

近年では同じ目的に統計的グリーン関数法やハイブリッ

ド法も用いられるようになってきているが，比較できる

強震記録がない場合には，推定結果の検証として距離減

衰式との比較3)-5)が行われている．距離減衰式による地

震動強さの推定では，複雑な震源過程等の影響を考慮す

ることはできないが，実際に観測された地震動強さに直

接基づいたものであることから，距離減衰式は依然信頼

性の高い地震動推定手法の一つと考えられる． 
 距離減衰式は一般に，地震の規模を表すパラメータ

（マグニチュード）と震源距離などの距離のパラメータ

を与えて地震動強さを推定するものであるが，それに加

えて震源深さをパラメータとしたもの6)-8)や，内陸地震

やプレート境界地震など地震のタイプを考慮したもの7),9)

もある．これらは，震源深さや地震のタイプによる地震

動強さの違いを考慮することによって精度の向上を目指

したものである． 

 同じマグニチュードの地震でも，震源深さや地震のタ

イプによって地震動強さが異なる原因としては，伝播経

路の影響のほか，応力降下量の違いが挙げられる7)．一

般に，震源が深いほど応力降下量が大きくなる傾向があ

ることや，スラブ内地震の応力降下量がプレート境界地

震よりも大きいことが明らかになってきている10)-12)． 
一方，地震の発生地域によって応力降下量に特徴があ

ることも指摘されている10)-13)．このような応力降下量の

地域性を考慮する方法として，地域ごとに強震記録を分

類して距離減衰式を作成することも考えられるが，大地

震の強震記録が得られていない地域では，作成した距離

減衰式の適用範囲が限定されることになる． 
 本研究では以上のような背景から，震源深さ，地震の

タイプ，地域による応力降下量の違いを直接的に考慮す

るために，スペクトルインバージョンにより推定されて

いる応力降下量12)をパラメータとした加速度応答スペク

トルの距離減衰式を作成した．対象とした地震は応力降

下量が推定された中小規模の地震に限られているものの，

この距離減衰式は加速度応答スペクトルに基づく統計的

グリーン関数の作成5)に用いることが可能である． 
想定地震の震源モデルを設定する際にアスペリティの

大きさや応力降下量を規定するパラメータとして，加速
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度震源スペクトルの短周期レベル（以下，短周期レベ

ル）が最近よく用いられており3), 4)，震源過程が複雑に

なる大地震については応力降下量よりも適切と考えられ

る．そこで，大地震についても今後同様の検討を行うこ

とを念頭に，短周期レベルをパラメータにした場合につ

いても検討することとした． 
また，応力降下量や短周期レベルをパラメータとしな

い場合と比較することにより，距離減衰式のばらつきに

ついて考察するとともに，応力降下量，短周期レベルに

より距離減衰式から推定される地震動強さがどのように

変化するかを示した． 
 
 
２．距離減衰式の作成 
 
(1) 強震記録 

 距離減衰式の作成に用いた強震記録は，1996年5月～

2002年6月のK-NET及びKiK-net強震観測データ（地表）

からマグニチュード，震源深さ，震源距離などの条件で

選択したものであり，スペクトルインバージョンによる

応力降下量の推定に用いられた強震記録12)と共通である． 
既往の研究により，海溝性地震と内陸地震，あるいは

同じ海溝性地震でも東日本と西日本では伝播特性がかな

り異なるという結果が得られている9)ことから，上記の

強震記録を海溝性地震と内陸地震に分類し，さらにそれ

ぞれを糸魚川－静岡構造線を境に東日本と西日本に分類

して，４つのデータセットについて距離減衰式を作成し

た． 
PS検層データから地盤種別14)がⅠ種地盤となる観測点

822点での強震記録を用いているため，Ⅰ種地盤におけ

る地震動を対象とした距離減衰式が得られる． 
また，深さ20[m]までのPS検層データにS波速度VSが

600～800[m/s]の範囲にある層があり，その最上層上面か

ら地表までの地盤の特性値14)（基本固有周期）が0.05 
[s]以下となるような観測点を工学的基盤の観測点とした．

Ⅰ種地盤の観測点と工学的基盤の観測点の位置を図-1に

示す．工学的基盤の観測点は38点あり，地下30[m]まで

の平均S波速度（層厚30[m]を伝播時間で除したもの）の

平均値 AVS30 = 730[m/s]となった．後述のように，工学的

基盤の観測点での地点補正値により，工学的基盤におけ

る地震動を対象とした距離減衰式が得られる． 
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(a) 東日本の海溝性地震        (b) 西日本の海溝性地震              (c) 内陸地震 

図-1 強震記録を用いたⅠ種地盤の観測点（○）と工学的基盤の観測点（●）の位置 

表-1 地震数及び波形数 

                           

海溝性地震 内陸地震  

東日本 西日本 東日本 西日本

合計 

地震数 52 30 62 24 168 
波形数 2044 2198 2030 3464 9736 

 

  
図-2 データセットのMwと震源距離の関係 
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回帰分析には，震源深さ60[km]以下，海溝性地震は気

象庁マグニチュードMJ 5.0以上6.9（モーメントマグニチ

ュードMw 6.7）以下，内陸地震はMJ 4.5以上6.5以下の地震

で得られた震源距離200[km]以下の強震記録を用いた．

全データ数は168地震の約10,000波である．表-1に地震タ

イプと地域別の地震数と波形数を，図-2に４つのデータ

セットごとにMwと震源距離の関係を示す． 
 

(2) 回帰モデル 
上記の強震記録からS波部以降の全継続時間（ただし

最大120秒）を用いて計算される減衰定数 h = 0.05 の加速

度応答スペクトルを対象とした．加速度応答スペクトル

は，固有周期 T = 0.05～10.0[s]を対数軸で等分割した115
ポイントで計算を行った． 
 各固有周期 T の加速度応答スペクトル SA(T) を次の(1)
～(4)式の４つの回帰モデルでモデル化し，ダミー係数

を用いた２段階回帰分析手法15)で回帰分析を行った． 
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 (1)式と(2)式は従来用いられているモデルであり，マ

グニチュードと震源距離をパラメータとした場合と震源

深さを追加した場合である．また，(3)式と(4)式はそれ

ぞれ応力降下量，短周期レベルをパラメータとして追加

した場合である．なお，内陸地震については，スペクト

ルインバージョンの場合と同様に，幾何減衰項はXr = 
80[km]以下ではlogX，Xrを超えるとlogXの代わりにlog(Xr･

X)0.5を用いた12)．これらの式で，SAij(T) は i 番目の地震の j 
番目の観測点における加速度応答スペクトル[cm/s2]，X 
は震源距離[km]，D は震源深さ[km]，∆σ  は応力降下量

[MPa]，A は短周期レベル[dyne･cm/s2]，ck(T) は k 番目の観

測点の地点補正値，e(T) は標準偏差である．また，a (T), 
a1 (T), a2 (T), b (T), c0 (T), ck (T) は回帰係数である．回帰分析

の際，Mw , ∆σ  , Aは文献12)で得られた結果を用いた．

c0(T) は ck(T) の平均が0となるように求められているため，

ck(T)=0 の場合はⅠ種地盤での加速度応答スペクトル SAI 

(T) の距離減衰式とみなすことができる． 

 

(a) Mw, Xをパラメータとした場合 － (1)式          (b) Mw, X, ∆σ をパラメータとした場合 － (3)式 

 図-3 作成した距離減衰式の回帰係数，標準偏差及び換算したQ値             
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 工学的基盤における地震動の加速度応答スペクトル

SAE (T ) の距離減衰式は，工学的基盤の観測点での地点補

正値 ck (T ) の平均値 cEav と標準偏差 cEsd を用いて次式で算

出することができる． 

 )()()(log)(log I TcTcTSTS EsdEavAAE ±+=    (5) 

 
３．作成した距離減衰式の特徴 

 

(1) 回帰係数 

 作成した距離減衰式の回帰係数を，標準偏差及び粘性

減衰項の回帰係数 b(T) から換算した Q値であるQ (T)とと

もに図-3に示す．ここでは例として，(1)式と(3)式による

回帰結果を示した． 
 ２段階回帰分析の１段階目で計算されるb (T) 及びQ (T)
はどの式でも同一になるため，図-3の(a)と(b)でも全く同

じとなっている．一方，地震のタイプ及び地域によって

b (T) はかなり異なる．伝播経路の特性を示すb (T) は，本

来は地震のタイプの影響を受けない性質のものであるた

め，この違いは地震のタイプによる発生位置の偏り（文

献12）の図-1, 2を参照）を反映したものと考えられる． 
 マグニチュード依存性を示す係数 a (T), a1 (T) について

みると，(1)式の回帰係数 a (T) は短周期領域で地震のタ

イプ及び地域によるばらつきが大きい．しかし，(2)式
では応力降下量をパラメータとして地震のタイプ及び地

域による応力降下量の違いを考慮することにより，a1 (T)
のこのようなばらつきは小さくなっていることが分かる． 
応力降下量の係数 a2  (T) は地域による違いは小さいも

のの，地震のタイプでは異なる値となっている．海溝性

地震の a2 (T) は長周期領域で0.4程度であり，長周期領域

での加速度応答スペクトルが応力降下量に依存すること

を示しているが，内陸地震ではその依存性は小さい．こ

れは海溝性地震の応力降下量が内陸地震の10倍程度と大

きい12)ため，レベルの小さい周期1秒程度以上の長周期

領域の加速度応答スペクトルが，振幅の大きい短周期領

域の成分の影響を受けやすいためと考えられる．内陸地

震についても，周期3～5秒程度ではa2 (T)がほぼ0になっ

ているが，同様の理由により，周期10秒近くではa2 (T) 
が0.2程度の依存性を示している． 
 
(2) 距離減衰式のばらつき 
図-3において回帰誤差の標準偏差 e(T) を比較すると，

Mw と震源距離 X のみをパラメータとした(1)式の場合と

比較して，応力降下量もパラメータとした(3)式の場合

の回帰誤差は小さいことが確認できる． 

周期 1 [s] 以下の短周期領域でみると，この標準偏差 

e(T) の値は，(1)式と(3)式の場合にそれぞれ0.25程度，0.20
程度となっている．したがって，(1)式に含まれる応力

降下量のばらつきによる回帰誤差の標準偏差を概算する

と，(0.252−0.202)0.5 = 0.15程度となる．これは，既往の研究
16)で最大加速度や最大速度の距離減衰式について推測さ

れている0.10という値よりもやや大きいが，マグニチュ

ードの小さな地震ほど応力降下量のばらつきが大きいと

いう指摘17)もあり，本研究が中小地震を対象としている

ことを考慮すれば，整合する結果と考えられる． 

図-3の e(T) は地震間誤差(inter-event error)と地震内誤差

(intra-event error)を合わせた全体誤差(total error)の標準偏差

であり，地震間誤差と地震内誤差に分離することができ

る．例として，西日本の海溝性地震のデータセットを用

いた場合の，(1)～(4)式の回帰モデルによる全体誤差，

地震間誤差，地震内誤差を図-4に示す．地震内誤差は４

種類の回帰式に対して共通であるが，応力降下量 ∆σ  
や短周期レベル A をパラメータとした場合には地震間

誤差が大幅に小さくなっていることが分かる．なお，短

周期レベルAと応力降下量∆σ は，ω −2モデルを仮定する

と地震モーメントをM0として A ∝M0
1/3･∆σ 2/3 という従属

関係にあるため，(3)式と(4)式の回帰誤差 は同じになっ

ている．また，震源深さ D をパラメータとした(2)式の

地震間誤差は，(1)式と(3), (4)式の中間であるが，(1)式に

近い値となった． 
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(a) Mw, X         (b)  Mw, X, D         (c) Mw, X, ∆σ         (d)  Mw, X, A 
図-4 西日本の海溝性地震のデータセットを用いた４種類の回帰式における回帰誤差の標準偏差 
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(3) 工学的基盤の観測点の地点補正値 

 工学的基盤の観測点での地点補正値10ck(T)の平均値

10cEav(T) と標準偏差10cEsd(T) ，及び工学的基盤の観測点のデ

ータのみを用いた場合の回帰誤差の標準偏差を図-5に示

す．ここで，平均値10cEav(T) はⅠ種地盤に対する工学的基

盤の距離減衰式による推定値の比を，標準偏差10cEsd(T) は
その平均値に対しての倍率を表している．ここでは例と

して，(1)式と(3)式による回帰結果を示した． 
 この図によると，東日本の海溝性地震については，地

点補正値の平均が 0.1[s] 以下のごく短周期領域で大きく

なっている．これは，東日本の海溝性地震の記録が得ら

れている工学的基盤の観測点が東北地方の太平洋側に集

中しており，これらの観測点においてごく短周期領域で

地盤増幅があることによるものである．したがって，こ

の距離減衰式を実際に利用する際には，地盤増幅の影響

を取り除くなどの対処が必要な場合も考えられる．東日

本の海溝性地震を除けば，工学的基盤の観測点での地点

補正値の平均は周期 0.1[s] 以下で0.6～0.7で，長周期ほど

大きくなり，周期 10[s] で 1 に近い値となっている．ま

た，地点補正値の標準偏差は短周期領域では2倍程度で

あるが，長周期になるほど小さくなっている． 
 工学的基盤の観測点のデータのみを用いた場合の回帰

誤差の標準偏差は，図-3と同様，応力降下量をパラメー

タとした場合の方が全体的に小さい．データ数が少ない

ため周期による変動が大きいが，平均的には図-3のⅠ種

地盤の全観測点のデータから得られる回帰誤差よりやや

小さい傾向がある． 

 

(4) 既往の研究との比較 

 本研究のMw とX をパラメータとした距離減衰式(1)式
（工学的基盤）と，安中・他(1997)の距離減衰式6)で推定

した加速度応答スペクトルをMw = 6.0, X = 50[km]の場合に

ついて比較したものが図-6である．安中・他(1997)の式

には震源深さの項があるため，海溝性地震については震

源深さ40[km]と50[km]の場合を，内陸地震については震

源深さ0[km]と20[km]の場合について示した． 
本研究の東日本の海溝性地震の加速度応答スペクトル

は0.2[s]以下でかなり大きいが，これは図-5に示したよう

に，東日本の海溝性地震の工学的基盤での地点補正値が

この周期帯域で大きいためである．これを除けば，本研

究の距離減衰式に基づく加速度応答スペクトルは，海溝

性地震では安中・他(1997)と同レベルであるが，内陸地

震では安中・他(1997)よりもやや小さい．これは，内陸

のMw6.5以下の中小地震の応力降下量が，より規模の大

きい地震よりも小さい傾向にある18)ことを反映したもの

と考えられる．海溝性地震と内陸地震に対する本研究の

距離減衰式は顕著に異なるが，これと比較すれば，東日

本と西日本との違いは小さいことが分かる． 
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図-5 工学的基盤の観測点の地点補正値の平均値と標準偏

差，及び工学的基盤の観測点のデータのみを用いた場

合の回帰誤差 
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図-6 本研究の Mw と X をパラメータとした距離減衰式(1)式

（工学的基盤）と既往の距離減衰式 6)で推定した加速度

応答スペクトルの比較（Mw = 6.0,  X = 50[km]） 
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４．距離減衰式から推定される地震動強さ 

 

(1) 応力降下量の影響 

 得られた距離減衰式のうち，Mw とX 及び応力降下量

をパラメータとした距離減衰式(3)式と，Mw とX のみを

パラメータとした距離減衰式(1)式により推定した加速

度応答スペクトルを図-7に示す．応力降下量をパラメー

タとした距離減衰式については，海溝性地震は応力降下

量が50, 10, 2[MPa]の場合，内陸地震は5, 1, 0.2[MPa]の場合

について示した． 

 内陸地震では周期 2[s] 以上の長周期領域の加速度応答

スペクトルは応力降下量に依存しないのに対して，海溝

性地震では長周期領域でも応力降下量に依存している．

３．(1)でも述べたように，海溝性地震では内陸地震と

比較して平均的に応力降下量が大きいため，短周期領域

の応答スペクトルが大きく，この影響が長周期領域まで

及んでいる可能性が考えられる． 
 東日本についてみると，海溝性地震では応力降下量が

10[MPa]のケースが，内陸地震では 1[MPa]のケースが応

力降下量をパラメータとしない場合と同レベルである． 
  
(2) 短周期レベルの影響 

 同様に，Mw とX 及び短周期レベル  A をパラメータと

した距離減衰式(4)式と，Mw とX のみをパラメータとし

た距離減衰式(1)式により推定した加速度応答スペクト

ルを図-8に示す．短周期レベル A をパラメータとした

距離減衰式(4)式については，AとM0の関係式12)の平均値

と平均値±標準偏差のケースを示した．前述のように短

周期レベルと応力降下量は従属関係にあるため，図-8は

図-7と同様の特徴を示している． 

 

(3) 最大加速度・最大速度 

 ２．と同様の手法により，最大加速度と最大速度の距

離減衰式を作成した．ただし，ここではP波部も含めた

波形全体を対象とした．得られた距離減衰式の回帰係数

を表-2と表-3に示す．ここでは例として，(1)式と(3)式に

よる回帰結果を示しているが，これらの距離減衰式は，

３．で述べた加速度応答スペクトルの距離減衰式とほぼ

同様の特徴を有しており，応力降下量をパラメータとし

た場合の回帰誤差はかなり小さくなっている． 
 ここで得られた工学的基盤の最大加速度・最大速度の

距離減衰式と，司・翠川(1999)の距離減衰式とをMw=6.0
の場合について比較したものが図-9と図-10である．図-

9では最大加速度を比較しているが，司・翠川(1999)の距

離減衰式を岩盤でのサイト補正係数1.4 7) で除した式との

比較を行っている．また，図-10では最大速度を比較し

ているが，司・翠川(1999)の距離減衰式は AVS30 = 
600[m/s] のものであるため，(7)式7) にAVS30 = 730[m/s]を代
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図-7  Mw と X をパラメータとした距離減衰式(1)式と応力降下

量を追加した距離減衰式(3)式で推定した加速度応答スペ

クトルの比較 
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図-8  Mw と X をパラメータとした距離減衰式(1)式と短周期レ

ベルを追加した距離減衰式(4)式で推定した加速度応答ス

ペクトルの比較 
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入して算出される地盤増幅率 CR = 0.87を司・翠川(1999)
の式に乗じた式との比較を行っている． 

30log66.083.1log AVSCR −=     (7) 

 本研究で得られた距離減衰式の粘性減衰項の係数 b は，

司・翠川(1999)が採用している最大加速度で−0.003，最大

速度で−0.002という値よりも絶対値が大きく，遠距離で

は司・翠川(1999)による推定値の方が大きくなる傾向が

ある．震源近傍で比較すると，司・翠川(1999)の距離減

衰式は，東日本の海溝性地震では 2～10[MPa]，西日本の

海溝性地震では 10～50[MPa]，内陸地震では約 5[MPa] の
応力降下量に対応するものであることが分かる． 

５．まとめ 

 

 本研究では，震源深さ，地震のタイプ，地域による応

力降下量の違いを直接的に考慮するために，応力降下量

をパラメータとした加速度応答スペクトルの距離減衰式

を作成した．得られた距離減衰式はばらつきが小さく，

地震動強さの推定精度向上に資するものと考えられる． 
 また，同様に短周期レベルをパラメータとした距離減

衰式を作成したが，これを確率論的地震ハザードマップ

に適用することにより，短周期レベルに基づいて震源モ

デルを設定した確定論的な地震動の推定との整合を図る

ことができる． 
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図-10  Mw , X と応力降下量 をパラメータとした本研究の距離減

衰式と既往の距離減衰式 7)で推定した最大速度の比較 
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図-9 Mw , X と応力降下量 をパラメータとした本研究の距離減

衰式と既往の距離減衰式 7)で推定した最大加速度の比較 

表-3 最大速度の距離減衰式の回帰係数    

Mw , X をパラメータとした距離減衰式 
 a  b c0 e 10cEav 

海溝性（東） 0.64  -0.0038 -1.24 0.25 0.74 
海溝性（西） 0.74  -0.0041 -1.90 0.22 0.68 
内陸（東） 0.60  -0.0043 -1.41 0.24 0.76 
内陸（西） 0.67  -0.0023 -1.90 0.21 0.83 

Mw , X と∆σ をパラメータとした距離減衰式 
 a1 a2 b c0 e 10cEav 

海溝性（東） 0.63 0.64 -0.0038 -1.78 0.18 0.66 
海溝性（西） 0.64 0.56 -0.0041 -2.20 0.16 0.82 
内陸（東） 0.65 0.50 -0.0043 -1.79 0.20 0.75 
内陸（西） 0.62 0.50 -0.0023 -1.71 0.19 0.75 

                         

表-2 最大加速度の距離減衰式の回帰係数   

Mw , X をパラメータとした距離減衰式 
 a  b c0 e 10cEav 

海溝性（東） 0.46  -0.0042 1.19 0.27 0.89 
海溝性（西） 0.66  -0.0057 0.12 0.23 0.53 
内陸（東） 0.35  -0.0052 1.32 0.24 0.62 
内陸（西） 0.52  -0.0040 0.48 0.21 0.74 

Mw , X と∆σ をパラメータとした距離減衰式 
 a1 a2 b c0 e 10cEav 

海溝性（東） 0.45 0.71 -0.0042 0.59 0.19 0.79 
海溝性（西） 0.54 0.69 -0.0057 -0.25 0.15 0.67 
内陸（東） 0.41 0.56 -0.0052 0.90 0.19 0.61 
内陸（西） 0.46 0.50 -0.0040 0.68 0.18 0.66 

                         



 

8 

今後は，本研究と同様の手法により，大地震の観測記

録も含めた距離減衰式を作成して適用範囲を広げるとと

もに，応力降下量や短周期レベルの地域性についてもよ

り詳細な検討を行い，将来発生する地震について，これ

らのパラメータの予測精度を高める必要がある． 
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ATTENUATION RELATIONS OF ACCELERATION RESPONSE SPECTRUM 
USING STRESS DROP AS A REGRESSOR 

 
Shojiro KATAOKA and Takaaki KUSAKABE 

 
Attenuation relations are proposed for acceleration response spectrum of ground motion at the Class I 

ground and engineering bedrock using about 10,000 strong motion records of K-NET and KiK-net.  The 
attenuation relations treat stress drop or short period level of acceleration source spectrum as input 
parameters besides moment magnitude and hypocentral distance.  After taking site coefficient at each 
station and the stress drop of each earthquake into consideration, the logarithmic standard deviation of the 
regression analysis becomes about 0.2, which is remarkably smaller than that without stress drop, in the 
range of natural period from 0.05 to 10[s] . 


